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１. はじめに
本稿は, 非大都市圏の地方財政と地域政策が ｢構造改革｣ の波のなかでどのように変化し,
どのような課題を持っているかを明らかにする｡
検討に当たっての視点は次のとおりである｡ 第１に, 非大都市圏と大都市圏との比較を重視
する｡ 一口に ｢財政構造｣ といっても, 非大都市圏と大都市圏では産業振興面の政策課題も異






的な支出主体をみると, 地方団体が  兆    億円, つまり   ％を占めている｡ 国・地方の
歳出から公債費を除いた   兆    億円についてみると, 地方は   ％にあたる  兆    兆円




比も    年代前半には上昇した｡ しかし, 公債費を除く歳出のピークは    年度であり,     
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１) 総務省 『地方財政白書 (地方財政の状況)』     年版, 資料編・第  表による｡
ばいで推移したが,     年度から減少に転じている｡ 都道府県の教育費は人件費を中心として
おり, そのピークは    年度であった｡ 市町村では学校, 体育・文化施設等の建設費・物件費
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図１ 地方財政 (普通会計) 歳出の推移及びその対GDP比
資料：総務省 (    年版以前は自治省｡ 以下同じ) 『地方財政白書 (地方財政の状況)』 各年版により作成｡    は内
閣府経済社会総合研究所ウェブページによる (    ～  年度は     ,     ～  年度は      [    年基準],    ～    年度は      [    年基準])｡
図２ 地方財政 (普通会計) の主な目的別歳出分類費目
資料：総務省 『地方財政白書 (地方財政の状況)』 各年版により作成｡
等が多くを占めるが, これは    年代を通じて一貫して減少傾向にあった｡ つぎに, 教育費と
並ぶ最大の費目であった土木費は,     年代前半まで急増したのち減少に転じ, 景気対策とし
ての公共事業が増発された    年度を除けば, 減少傾向が続いている｡     年度には    年度
より半減しているが, とくに河川海岸, 港湾, 住宅, 空港は半分以下となっている｡ また, 産




民生費総額 社会福祉費 老人福祉費 児童福祉費 生活保護費 災害救助費    年度                                  年度                             
増 減 額                          ‒   
変化率 ％                        ‒   
資料：自治省 『地方財政統計年報』     年度版, 総務省 『地方財政統計年報』     年度版により作成｡
(3) 農林水産業費
農林水産業費
総額 農業費 畜産業費 農地費 林業費 水産業費    年度                                年度                          
増 減 額 ‒     ‒    ‒   ‒     ‒    ‒   



















総務費    年度                                                    年度                                                
増 減 額 ‒     ‒     ‒    ‒    ‒    ‒    ‒        ‒      
変化率 ％  ‒    ‒    ‒   ‒    ‒    ‒    ‒        ‒      












計画費 住宅費 空港費    年度                                          年度                                     
増 減 額 ‒      ‒    ‒     ‒     ‒    ‒     ‒     ‒  
変化率 ％  ‒    ‒    ‒    ‒    ‒    ‒    ‒    ‒   
た｡ とくに農林水産業費のなかでは農地費, 水産業費の急減が目立つ｡ ただし商工費は経済危
機対策のために    年度から増大した｡ また, 少子高齢化の進行と不況により, 民生費は生活




また歳出の推移を性質別にみると, 図３に示したように, 教育, 民生・衛生, 警察・消防等
が大きな割合を占める人件費は,     年代中盤まで漸増したが,     年度をピークとして,    年度以降は漸減しており,     年度は    年度の水準まで減っている｡ 普通建設事業費は,    年代前半まで急増したが,     年度をピークに減少に転じ,     年度を除いて急激に減っ
た｡     年からの経済危機対策により減額は止まったが,     年度にはまだ増額には至ってい
ない｡ これに対して, 公債費は    年度まで増大を続け, その後は横ばいである｡
( ) 大都市と農山漁村の比較
地方財政といっても,   ある都道府県,     を超える市町村にはそれぞれ歳出面の特徴が
ある｡ 財政力の強い大都市と農山漁村では, とくに相違が大きい｡ その点を確認してみたい｡    年度の地方普通会計決算について, 財政力の強い地域として単年度財政力指数２)  以
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２) 単年度財政力指数は,     年度について, 基準財政収入額を基準財政需要額で除して求めた数値で
ある｡ 基準財政収入額及び基準財政需要額については本文 (３‒( )‒( )) を参照されたい｡
図３ 地方財政 (普通会計) の主な性質別歳出分類費目
資料：総務省 『地方財政白書 (地方財政の状況)』 各年版により作成｡
上の６都府県 (東京都, 愛知県, 神奈川県, 千葉県, 埼玉県及び大阪府) と財政力のとくに弱
い地域として単年度財政力指数  未満の  県 (山形県, 和歌山県, 佐賀県, 青森県, 宮崎県,
長崎県, 岩手県, 徳島県, 鹿児島県, 沖縄県, 秋田県, 鳥取県, 高知県及び島根県) を比較し
てみたのが表２である｡ ６都府県の歳出総額は   兆円, 人口１人当たり額は   万円である｡
これに対して,   県の歳出総額は  兆円, 人口１人当たり額は   万円であり, これは６都
府県の   倍である｡ また, ６都府県内の市町村歳出総額が   兆円, 人口１人当たり額は   






表２ 財政力の強い地域と弱い地域の歳出比較 [普通会計｡ 2010年度]
(1) 都道府県
総 額 総務費 民生費 衛生費 農林水産業費 商工費 土木費 教育費 公債費
金額 (十億円)
６都府県                                              県                                         
人口１人当たり額 (円)
６都府県                                                        県                                                          県 ６都府県                                              
(2) 市町村
総 額 総務費 民生費 衛生費 農林水産業費 商工費 土木費 教育費 公債費
金額 (十億円)
６都府県                                             県                                        
人口１人当たり額 (円)
６都府県                                                         県                                                          県 ６都府県                                              
注：１) ｢６都府県｣ は都道府県レベルで    年度の財政力指数 (単年度) が  以上の東京都, 愛知県, 神奈川県,
千葉県, 埼玉県及び大阪府｡ ｢  県｣ は    年度の財政力指数 (単年度) が  未満の山形県, 和歌山県, 佐賀県,
青森県, 宮崎県, 長崎県, 岩手県, 徳島県, 鹿児島県, 沖縄県, 秋田県, 鳥取県, 高知県及び島根県｡
２) 人口は, 住民基本台帳人口 (    年３月  日現在) を用いた｡
資料：総務省 『地方財政統計年報』     年度版, 同 『都道府県財政指数表』     年度版により作成｡
倍であるものの, 市町村レベルでは   倍とほぼ同じである｡ ここには, 政令市区域では市が
公共事業を主に担当する, という事情も作用している｡ 表３に示したとおり, 土木費のなかで
は, 都道府県レベルにおける農山漁村部の道路・橋梁費, 河川・海岸費及び港湾費がとくに多









急増したが, バブル崩壊後の    年代前半には減少した｡ その後漸増したが,   年度以降は  
～  兆円でほぼ横ばいとなり,     ～  年度は約  兆円へと落ち込んでいる｡ 地方税のうち,
個人住民税所得割, 法人住民税法人税割および事業税は,     年代前半の急激な落ち込みの後,    ～  年度には景気回復による増収もみられたが,     年度以降は, 不況による減収と景気
対策および企業負担軽減をはかる大規模な減税の影響で, 再び大幅に税収が落ち込んだ｡ なお,
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３) 総務省 『地方財政統計年報』     年度版, １‒１‒１表及び２‒４‒３表により算出した｡









画費 (街路) (公園等) (下水道) (区画整理等) 住宅費









画費 (街路) (公園等) (下水道) (区画整理等) 住宅費
６都府県                                                      県                                                       県 ６都府県                                                  
注：１) ６都府県,   県及びその人口は, 表２に同じ｡
資料：総務省 『地方財政統計年報』     年度版, 同 『都道府県財政指数表』     年度版により作成｡
    ～  年度は国庫補助負担金の削減, 地方交付税の見直し及び国税から地方税への税源移譲
を合わせた ｢三位一体の改革｣ が行われたなかで, 所得税から個人住民税所得割への税源移






方交付税は ｢三位一体の改革｣ のなかで削減され, とくに農山漁村の小規模市町村のサービス
供給コスト割高に配慮する ｢段階補正｣ が縮小された｡ また, 市町村合併に参加する団体に優
非大都市圏の地方財政構造と地域政策    
４) ｢三位一体の改革｣ における税源移譲は, 個人住民税所得割の標準税率を５～  ％の累進税率から  ％の比例税率 (市町村民税６％；道府県民税４％) に転換し, ①増税部分の税率は所得税の税率を
引き下げる, ②減税部分の税率は所得税の税率を引き下げるものであった｡ これにより, 国民にとっ
ては増減税が相殺されて負担額は変化しなかったが, ②よりも①のほうが適用される国民が多いため,
国から地方へ税収が約３兆円移動した｡
５) 地方交付税における普通交付税の割合は,     年度に  ％,     年度からは  ％へ引き上げられる
予定である｡ 普通交付税以外の部分は特別交付税と呼ばれ, 地方団体の特別の事情に応じて交付され
る｡
図４ 地方財政 (普通会計) の主な歳入項目






設事業の補助金が増大した｡     年度以降は公共投資の削減と ｢三位一体の改革｣ により減少
したが,     年度からは経済危機の対策と生活保護受給者急増により増額した｡





年代前半に急増した｡ これは, 景気対策と財源補てん (地方税の減収補てん, 減税補てん等)
の必要が大きいと国が判断し, また日米構造協議に基づいて  年間 (    ～    年度) に   
兆円の公共投資を行う ｢公共投資基本計画｣ が作られたからである｡ なお, 地方債を発行した
後の元利償還金について, 地方交付税算定のなかで基準財政需要額の増額という形で ｢面倒を
みる｣, つまり ｢交付税措置｣ も拡大していった｡ これは国が地方債発行を促進したともいえ
る｡ しかし,     年代以降は地方団体も財政運営の困難を反映して建設事業の削減に乗り出し
たため, 地方債発行は減少した｡ ただし,     年度からは, 国が交付税特別会計借入れをやめ











るが, 地方交付税は  倍強なので, 両者を合わせると  ～  倍となる｡ また, 都道府県レベ
ルの国庫支出金 (とくに普通建設事業費関連) 及び地方債における差が大きいこともわかる｡
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(3) 行政投資と公共施設整備状況
( ) 総額・目的別の推移






表４ 財政力の強い地域と弱い地域の歳入比較 [普通会計｡ 2010年度]
(1) 都道府県















６都府県                                           県                                         
人口１人当たり額 (円)
６都府県                                                        県                                                          県 ６都府県                                              
(2) 市町村















６都府県                                              県                                         
人口１人当たり額 (円)
６都府県                                                          県                                                            県 ６都府県                                              
注：１) ６都府県,   県及びその人口は, 表２に同じ｡
資料：総務省 『地方財政統計年報』     年度版, 同 『都道府県財政指数表』     年度版により作成｡
６) 行政投資の目的別分類について, 詳しくは表５の注１) を参照せよ｡
７) 日本道路公団をはじめとする道路関係の公団が ｢民営化｣ されたため, その後継企業による投資は    年度以降, 調査対象から除外された｡ それは図６に表れた産業基盤投資の    年度における減少
の一因である｡
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図５ 行政投資総額及びその対GDP比
注：１) 大都市圏と非大都市圏との区分は, 表５の注２) を参照せよ｡
資料：総務省自治行政局地域振興室 (    年度版以前は自治大臣官房地域政策室｡ 以下同じ) 『行政投資実績』 各年度
版により作成｡    は内閣府経済社会総合研究所ウェブページによる (    ～  年度は     ,     ～  年度



















生活基盤投資 (    年度)            ‒    (    年度)           ‒   
産業基盤投資 (    年度)           ‒    (    年度)           ‒   
農林水産投資 (    年度)          ‒    (    年度)           ‒   
国土保全投資 (    年度)          ‒    (    年度)           ‒   
その他の投資 (    年度)           ‒    (    年度)           ‒   
行政投資総額 (    年度)             ‒    (    年度)             ‒   
注：１) 生活基盤投資＝市町村道, 街路, 都市計画, 住宅, 環境衛生, 厚生福祉, 文教施設, 水道, 下水道｡
産業基盤投資＝国県道, 港湾, 空港, 工業用水｡
農林水産投資＝農林水産業関係｡
国土保全投資＝治山・治水, 海岸保全｡
その他の投資＝上記以外の事業 (失業対策, 災害復旧, 官庁営繕, 鉄道, 地下鉄, 電気, ガス等)｡
２) 大都市圏は ｢関東｣ (茨城, 栃木, 群馬, 山梨, 長野, 埼玉, 千葉, 東京, 神奈川), ｢東海｣ (岐阜, 静岡, 愛
知, 三重), ｢近畿｣ (滋賀, 京都, 奈良, 大阪, 兵庫, 和歌山)｡
非大都市圏は ｢北海道｣, ｢東北｣ (青森, 岩手, 宮城, 秋田, 山形, 福島, 新潟), ｢北陸｣ (富山, 石川, 福井),
｢中国｣ (鳥取, 島根, 岡山, 広島, 山口), ｢四国｣ (徳島, 香川, 愛媛, 高知), ｢九州｣ (福岡, 佐賀, 長崎, 大
分, 熊本, 宮崎, 鹿児島), ｢沖縄｣｡









































国                                               都道府県                      
市町村                  
都道府県
国                                               都道府県                        
市町村                  
市町村
国                                              都道府県                    
市町村                        
合 計
国                                                      都道府県                        
市町村                      
金額 (十億円)                                
資料：総務省自治行政局地域振興室 『行政投資実績』     年度版,   ページにより作成｡
とおり, 大都市圏 (関東, 東海及び近畿) と非大都市圏 (北海道, 東北, 北陸, 中国, 四国,
九州及び沖縄) に分けてみると８), 大都市圏のピークは    年度, 非大都市圏のピークは    
年度であった｡ 目的別に    年度をそれぞれのピーク時と比較すると, ５～７割の減少がみら
れる｡ 生活基盤投資 (とくに住宅, 文教, 都市計画, 厚生福祉) の減額幅が最も大きいが, 変
化率でみると農林水産投資, 産業基盤投資等の減少が目立つ｡
ここで, 行政投資を事業主体にみた状況を確認しておきたい｡ 表６に示したとおり,     年
度時点で, 行政投資全体の事業主体は ｢国   ％, 都道府県   ％, 市町村   ％｣ である｡
そのなかで, 農林水産投資及び国土保全投資については都道府県が  ％を超えており, 産業基
盤投資も４割台を占める｡ これらの事業は, いずれもその財源に関して国費に依存する割合が
高い｡ また, 事業主体別に    年度と    年度を比較すると, 表７に示したとおり, 国の国土
保全投資を除くすべての事業主体・投資目的において５割を超える減少がみられる｡ とくに,
市町村の農林水産投資・産業基盤投資・国土保全投資, 都道府県の農林水産投資, 国の生活基
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    年度                                  年度                          
増 減 額 ‒     ‒     ‒     ‒    ‒    ‒    
変化率 ％  ‒    ‒    ‒    ‒    ‒    ‒   
都道府県
    年度                                   年度                            
増 減 額 ‒      ‒     ‒     ‒     ‒     ‒    
変化率 ％  ‒    ‒    ‒    ‒    ‒    ‒   
市町村
    年度                                  年度                           
増 減 額 ‒      ‒     ‒    ‒     ‒    ‒    
変化率 ％  ‒    ‒    ‒    ‒    ‒    ‒   
合 計
    年度                                    年度                                
増 減 額 ‒      ‒      ‒     ‒     ‒     ‒    
変化率 ％  ‒    ‒    ‒    ‒    ‒    ‒   





非大都市圏をブロック別にみると, 図７に示したとおり,     年度まで急増し,     年度まで
漸増, そして    年度から急減という形で, 沖縄を除けば, 全体的に似た傾向を示している｡
表８に示したとおり, 行政投資のうち産業基盤投資, 農林水産投資及び国土保全投資は非大






年度 行政投資総額 生活基盤投資 産業基盤投資 農林水産投資 国土保全投資 その他の投資                                                                                                                                                                        
























まず, 過疎地域対策緊急措置法 (    年) では, 国勢調査人口が    ～    年の５年間で  
％以上減少し, かつ    ～  年度の財政力指数が  未満の市町村の区域が過疎地域とされ,
人口の過度の減少を防止し, 地域社会の基盤を強化し, 住民福祉向上及び地域格差是正に寄与




普及率 (％)都道府県道 市町村道 合 計
６都府県                         県                      
全 国                      
注：１) ６都府県,   県及びその人口は, 表２に同じ｡




ィ・プラント＋合併処理浄化槽) 処理人口 (人)}／住民基本台帳人口 (人) ×   




的には, 表10に示したように,   年間に７兆    億円の過疎対策事業が行われた｡ その内訳
は, 交通通信体系の整備   ％, 産業の振興   ％, 教育文化の振興   ％, 生活環境整備
(福祉を含む)    ％等であり, 道路を中心とする交通通信体系の整備が半分を占めた｡    年代後半から高度成長の終焉に伴い人口減少の度合いは緩和されたものの, 人口減少地
域の社会的機能が低下して生活水準・生産機能が低位にあることが問題とされた｡ そこで, 過




産業の振興   ％, 教育文化の振興  ％, 生活環境整備   ％等であり, 産業振興の割合が高
まったものの, やはり交通通信体系の整備が半分を占めていた｡    年代は, ｢東京一極集中｣ が進むなかで, 過疎の進む地域において人口減少がさらに進


















      (   )       (   )        (   )       (   )
生活環境の整備
上下水道, 廃棄物





      (  )      (  )
医療の確保 診療施設等     (  )      (  )      (  )      (  )





集落等の整備 移転・定住促進等     (  )     (  )      (  )      (  )
その他 郵便事業活用等      (  )      (  )      (  )      (  )
合計金額       (    )        (    )        (    )        (    )
対   比 (％)                
注：１) 数値は, それぞれ  年間の事業実績｡
２) ｢対   比｣ は   の当該期間 (  年分) 合計値に対する割合｡
資料：総務省地域力創造グループ過疎対策室 『過疎対策の現況』     年度版 (    年  月) ９,   ページ｡    は内
閣府経済社会総合研究所ウェブページによる (    ～  年度は     ,     ～  年度は      [    年基準],    ～    年度は      [    年基準])｡
行するとともに, 若者が少なく高齢者が多いという年齢構成の偏りが顕在化した｡ それによる
過疎地域の活力低下が, 産業面の遅れ及び公共施設整備の低位とともに問題とされた｡ そこで,







人口減少率と財政力に加えて高齢者と若年者の比率が指定要件に組み入れられた｡ 具体的には,  年間に  兆    億円の過疎対策事業が行われ, その内訳は, 交通通信体系の整備   ％,
産業の振興   ％, 生活環境整備   ％, 高齢者等の保健福祉増進  ％, 教育・地域文化の振
興  ％等であった｡ 交通通信体系の整備が比率を下げた代わりに, 生活環境・保健福祉関係
が急増した｡
そして, 過疎地域の自立促進による住民福祉向上, 雇用増大, 地域格差是正という従来から
の目的に加えて, 国全体として多様で変化に富んだ, 美しく風格ある国土となることに寄与す
ることを目的に加えた過疎地域自立促進特別措置法 (    年) が制定された｡ 具体的には, ①
人口要件としてイ     年国勢調査人口が    年と比して  ％以上減少している, ロ 同期間の人
口減少率が  ％以上で,     年国勢調査人口における  歳以上人口比率が  ％以上である, ハ 
同期間の人口減少率が  ％以上で,     年国勢調査人口における  歳以上  歳未満人口比率が  ％以下である, ニ     年国勢調査人口が    年と比して  ％以上減少している, の４つのう
ちいずれかを満たす, ②    ～  年度の財政力指数が   以下である, との２つの要件を満た
す市町村の区域が過疎地域とされた９)｡
過疎地域自立促進特別措置法は過疎地域の ｢自立促進｣ を掲げて, 国庫補助率のかさ上げ
(たとえば, 統合に伴う小中学校校舎   ⇒     ；公立保育所   ⇒     ；消防施設   
⇒     ), 過疎対策事業債の発行に対する優遇措置, 都道府県代行制度, 地方税減免に対す
る減収補てん, その他の行政・金融・税制面の優遇を行っている｡     ～  年度の  年間にお
ける過疎対策事業総額は  兆    億円であった｡ 事業規模は    年代と比較して大幅に縮小
されており, 対   比も低下した｡ また, 事業費の内訳は, 交通通信体系の整備   ％, 産
業の振興   ％, 生活環境整備   ％, 高齢者等の保健福祉増進  ％, 教育・地域文化の振興
非大都市圏の地方財政構造と地域政策    
９) ただし, 人口要件については, イ ～ハ の場合,     年～    年の  年間で  ％以上人口増加してい







想定されるとして,     年６月, 同法は    年３月末まで５年間延長された｡ これにより, 同
法は  年間という長期の時限立法となる｡ また,     年に行われた延長に際して, 延長前の要






られた市町村合併により,     年３月末には全国の市町村数は    に減少したが, そのうち   が過疎関係市町村であった｡     年４月現在,     市町村中, 過疎関係井町村は   であ
り, その面積は国土の   ％を占める｡ しかし, その地域に居住する人口は,     年には    
万人 (全人口の   ％) であったものが,     年には    万人 (同  ％) と   ％減少して
いる  )｡
ただし, ｢自立｣ といっても, それは過疎地域の市町村が地方交付税の不交付団体になるよ
うなことを想定しているわけではない｡ ｢過疎地域の自立｣ とは ｢財政力に乏しく, 自立的・
自主的な地域づくりを実施するための自主財源, 一般財源が不足する中にありながら, 国から
教育, 福祉, 生産基盤, 生活基盤整備等に必要な一定限度の財政支援を受けつつも, 豊かな有
形・無形の地域資源を活用し, 住民福祉の安定と向上, 地域資源の振興, 地域文化の振興等を
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  ) ただし, 人口要件については, イ ～ハ の場合,     年からの  年間で  ％以上人口増加している団
体は除く, また財政力要件については, 公営競技収益が  億円超の団体は除く, とされた｡  ) 総務省地域力創造グループ過疎対策室 (    )   ～  ,    ページによる｡  ) 過疎問題懇談会 (    )  ～ ページ｡ なお, 同懇談会は総務省大臣官房地域力創造審議官が依頼
したメンバーで構成される｡
また,     年の法延長時, 過疎地域の市町村が行うソフト事業に対して過疎対策事業債を活
用できるようになった｡ 具体的には, ①地域医療の確保 (医師・看護師養成の修学資金貸与,
診療所開設費用補助, 専門医招聘,    を活用した遠隔医療, 患者輸送車運行等), ②生活交
通の確保 (コミュニティバス・デマンドタクシー運行, バス路線維持に向けた事業者補助, 生
活実態に合った地域公共交通システム計画策定), ③集落の維持及び活性化 (集落点検や集落
課題の話合い, 集落支援員設置, 地区担当職員と地域住民との協働, 移住・交流に関するイン
ターネット広報や空き家アドバイザー設置等), ④産業の振興 (農業の担い手・人づくり対策,
地場産品のブランド化や６次産業化, 企業誘致・雇用対策・コミュニティビジネス起業等),
⑤その他 (高齢者配食サービス・通報システム, 子育て支援, 教育振興, 森林対策, 鳥獣被害
対策, 伝統文化振興等) 等が取り組まれている  )｡
このソフト事業は, 起債対象を建設事業費に限るとする建設地方債の原則を超えた制度であ










よれば, 若年者比率 (  ～  歳人口が総人口に占める割合) は全国平均   ％に対して過疎地






負担はその状態を歪めない, つまり ｢中立｣ であることが求められる｡ そのために地方財政制
度のなかに自主財源の乏しい団体に対しても標準的な対人社会サービスの財源を保障する財政
非大都市圏の地方財政構造と地域政策    
  ) 総務省ウェブサイト ｢過疎対策に係るソフト事業｣ 参照｡ [                                                                      ｡     年  月  日閲覧]  ) 総務省地域力創造グループ過疎対策室 (    )   ページによる｡
調整制度が組み込まれるのである  )｡ ただし,     年代以降, 公債の大量発行に依存した財政
運営が展開されたしわ寄せが地方財政にも及んだ｡ 少子高齢化の傾向を ｢先取り｣ する過疎地
域を含む非大都市圏において, 対策の必要性が先行的に顕在化している｡
４. 地方行財政改革と非大都市圏の産業政策
(1) 地方行財政改革の焦点    年代後半から唱えられてきた ｢構造改革｣ は, 投資家・大企業経営者のニーズを最優先
して, 公共部門の私企業化, 規制撤廃, 投資と競争の促進, 企業課税と金融所得課税の軽減と
いった新自由主義路線に基づいて行財政の ｢スリム化｣ をはかるものであった｡ その中心は,
｢官｣ (政府) と ｢民｣ (個人・企業・   等) の ｢二分法｣ に基づいて, 小泉内閣が唱えた
｢官から民へ｣ すなわち ｢民間ができることは民間に委ねる｣ ことにより公共サービスを縮小
する路線であった｡ 本稿でみてきた地方歳出の減少傾向もそれを反映している｡
小泉内閣は ｢国から地方へ｣ すなわち地方分権改革を唱えたものの, そこで掲げられた ｢三
位一体の改革｣ は ｢官から民へ｣ を徹底して ｢小さな政府｣ をつくるという大枠の中の話であ
り, 市町村合併の推進, 公営企業における指定管理者制度の導入, 組織・職員体制のスリム化,
事務・事業の効率化・廃止・縮小, 総人件費の抑制, 補助負担金支出の見直し等が全国で強力
に推進された｡     年代末の景気対策が一段落した後, ｢構造改革｣ の影響は地方財政支出と
くに建設事業費と人件費の減少に直結した｡
本来 ｢官対民｣ は ｢君主制または官僚支配｣ 対 ｢民主主義｣ の構図である｡ サービスの運営
形態は ｢公的運営か, 私的運営か｣ であり, ｢官対民｣ ではない｡ そもそも国民は私的側面と
公共的側面を合わせ持っている｡ 公共サービスを私企業化しても民主主義は拡大するどころか
縮小するだけである｡
また, 日本の財政赤字は ｢大きな政府｣ を原因とするものではない｡ 表11に示したように,
財政収支と政府債務水準をコントロールできているスウェーデン, ドイツ, カナダ等は政府支
出をまかなう政府収入を確保している, という事実が重要である｡ むしろ, 日本・アメリカの
ように比較的 ｢小さな政府｣ が, 不況と減税・公共投資・軍事等の影響が相まって政府収入と
くに租税を確保できないために大幅な赤字に陥っている｡
公共サービスの最大の課題は, 国民生活のリスクを緩和することである｡ その観点から, 新
自由主義路線とは異なる地方行財政改革があるとすれば, それは地方分権を推進して民主主義
を拡大する, すなわち公共部門を住民の手に取り戻すことである｡ 言い換えれば, 住民に身近
な政府による自己決定権を確立し, 公共部門の民主的規制を拡大して地方財源を拡充しつつサ
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  ) 池上 (    )    ～   ページを参照されたい｡
ービスを改善する改革である｡ その背景には, 地縁や血縁に基づく共同体機能は明らかに弱ま
っているのに対して, 少子高齢社会における子育て支援と高齢者医療・介護のニーズは多様化
しつつ増大している, という事情がある｡ また, 経済のグローバル化が進展するにつれて, 教
育の高度化, 国境を超えた環境対策 (廃棄物処理・森林保全等) が要請される｡
地方行財政改革の選択肢は, 公共部門の私企業化や ｢民間委託｣ を最重要課題とするか, そ
れとも税源移譲と課税自主権, 地方交付税の改善, そして政策決定への住民参加や情報公開・





｢構造改革｣ が ｢小さな政府｣ の実現を自己目的化するものであれば, 産業政策も縮小せざ
るを得ない｡ 日本の食料自給率は低下の一途をたどってきた｡ さらに木材の需要減少と輸入材
への依存によって, 農林漁業は縮小を続けている｡ 関税の原則撤廃等を掲げる    (                      環太平洋パートナーシップ協定) 推進の動きは, 農林漁業に対する圧迫
をさらに強める｡





  ) 地方財政制度の分権型改革については, 池上 (     ；    ) に示した政策体系を参照されたい｡
表11 財政状況の国際比較 [2012年]
一般政府の財政状況 [対   比 (％)] 長期金利
(％)総支出 総収入 財政収支 総債務 資産 純債務 純利払い費
日 本 43.2 33.3 ‒9.9 219.1 83.2 135.9 0.9 0.8
アメリカ         ‒                     
カナダ         ‒                    
イギリス         ‒                     
ドイツ                             
フランス         ‒                     
イタリア         ‒                      
スウェーデン         ‒           ‒         






技術開発・普及, 人材の育成・確保, 起業の支援, 環境・文化の保全, 都市と農山漁村の交流
促進等の側面が強くなる｡
５. むすびにかえて
新自由主義路線に基づく ｢構造改革｣ は, 人口減少時代の地域社会とくに非大都市圏が抱え
る課題を解決するものではない｡ 現状を超えて大都市圏に人口・企業が集中し続けるのを放置
すれば, 国土の荒廃と ｢食の安全・安心｣ の放棄, 大都市圏の過密とエネルギー大量消費によ
るヒートアイランド現象の深刻化等をますます促進する｡
｢持続可能な社会｣ の確立を重視するのであれば, 非大都市圏において, 子育て支援, 高齢




かれた地域経済研究会まで遡る｡ 当時, 座長を務められた加瀬和俊氏 (東京大学教授),
金澤史男氏 (横浜国立大学教授｡ 故人) 等の参加者から貴重なコメントをいただいた｡
また 『過疎対策の現況』 について, 総務省より資料提供を受けた｡ ここに記して謝意を
表したい｡ なお, 個別団体の施策, 東日本大震災の影響等については, 別稿に譲る｡
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